
平成２５年８月２８日 

一般社団法人 信託協会 

信託の活用に関する調査結果について 

一般社団法人 信託協会（会長 若林 辰雄）では、「平成 26年度税制改正に関す

る要望」において、少子化問題に対応するために若年層の経済的自立を後押しする観

点から結婚・出産・子育てを支援するための贈与を目的とする信託に関する要望を、

また、インフラ事業に対し円滑な資金供給を行う観点から個人投資家のインフラ投資

を促進するための信託に関する要望を提言しております。今般、その一助とするべく、

これら信託を活用した商品に関するニーズ調査を実施（調査実施機関：㈱日経リサー

チ）しましたので、その結果を公表いたします。

また、上記ニーズ調査のほか、相続に関する意識調査についても実施いたしました

ので、併せて公表いたします。 

なお、ニーズ調査結果の概要は、別添のとおりです。 

以  上 
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■結婚・出産・子育てを支援するための贈与を目的とする信託 

今回の調査では、贈与をする側と贈与を受ける側の双方のニーズを明らかにするため、親や祖父

母の資金贈与者の立場から、結婚を契機とした子供への資金援助の実態、信託商品の活用ニーズ

を調査するとともに、子供や孫の資金受益者の立場から、結婚の障壁や不安点、信託商品の利用

効果の調査を行いました。 

調査の結果、以下のとおり、親や祖父母を対象にした贈与者調査では、信託商品を活用してサポ

ートしたいというニーズがあること、子供や孫の受益者調査では、信託商品の利用により、効果

があることを確認できました。 

 

【①親や祖父母を対象にした贈与者調査】 

＜調査概要＞ 

調査対象：４０歳以上の既婚者（子供あり）  調査方法：インターネット調査 

サンプル数：１２，６００件   回収数：３，７７６件（回収率：２９．９％） 

＜子供や孫に対する結婚を契機とした資金援助の経験・意向（一人当たりの援助金額）＞ 

・ 既婚の子供へ資金援助した  ⇒ 54.7％（平均348万円） 

・ 未婚の子供へ資金援助したい ⇒ 56.5％（平均309万円） 

・ 未婚の孫へ資金援助したい  ⇒ 37.4％（平均243万円） 

＜結婚を契機とした資金贈与信託(*1)の利用意向（一人当たりの想定援助金額）＞ 

・ 既婚の子供に信託を利用しサポートしたい ⇒ 31.4％（平均416万円） 

・ 未婚の子供に信託を利用しサポートしたい ⇒ 39.2％(平均372万円) 

・ 未婚の孫に信託を利用しサポートしたい  ⇒ 31.7％(平均312万円) 

【②子供や孫を対象にした受益者調査】 

＜調査概要＞ 

調査対象：２５～３９歳の以上の未婚者・既婚者（既婚者は３年以内に結婚した者） 

調査方法：インターネット調査 

サンプル数：２１，０４４件   回収数：１，３４５件（回収率：６．４％） 

＜結婚意向を示さない人の理由＞ 

・ 経済的な面で不安を感じている ⇒ 25.3％ 

＜結婚契機の資金贈与信託の贈与効果＞ 

・ 子供を持ちたいと思う            ⇒ 33.6％ 

・ 結婚についてより前向きに検討するようになる ⇒ 27.7％ 

・ 上記効果があると回答した人の約8割が、必要な金額は500万円未満と回答 

 

◆親から既婚の子供に対して、結婚を契機とした資金援助の経験は 5割強であり、未婚の子

供に対しての資金援助の意向も 6割弱と非常に高い結果となった。 

◆結婚を契機の資金贈与信託の利用意向は 3割強となり、特に未婚の子供に対しての信託の

利用意向が約 4 割となり高い数値が確認された。 



 

 

 

 

 

 

【(*1)結婚契機の資金贈与信託の商品概要】 

・ 結婚後の生活資金（結婚資金、出産費用も含む）を、子供や孫に一括贈与することを目的と

する金融商品 

・ 贈与を受ける子供や孫は、結婚すれば資金を受け取ることが可能となる 

・ 通常、一括でまとまった資金を贈与すると贈与税がかかるところを、この商品を介して贈与

することで、贈与税を非課税とすることができる 

◆結婚に意向を示さない理由として｢経済的な面で不安を感じている｣ことが示され、資金

面の不安を抱えていることが確認された。 

◆結婚を契機の資金贈与信託による贈与を受ければ、｢結婚について、より前向きに検討す

るようになる｣｢子どもを持ちたいと思う｣等、信託を活用することで効果が出ることが示

された。 



■社会インフラ事業に投融資等を行う信託 

社会インフラに関する問題意識と投資意向を調査するとともに、社会インフラ事業への融資・出

資等を行う信託商品のニーズについて調査しております。 

調査の結果、以下のとおり、社会インフラの問題について民間資金を活用して対応する必要を認

識しており、社会インフラ事業に関する信託商品については、利用・検討したいというニーズが

あることを確認できました。 

＜調査概要＞ 

調査対象：２５歳以上の一般男女個人  調査方法：インターネット調査 

サンプル数：８，８０４件       回収数：１，４９７件（回収率：１７．０％） 

＜社会インフラに関する問題意識と投資意向＞ 

・ 民間資金の活用など対応を行う必要がある        ⇒ 40.2％ 

・ 社会インフラへ投資したい、条件次第で投資を検討したい ⇒ 38.6％ 

＜社会インフラ事業に投融資等を行う信託商品(*2)への関心、利用意向＞ 

・ 信託商品に関心がある       ⇒ 54.4％ 

・ ぜひ利用したい、利用を検討したい ⇒ 27.1％ 

＜社会インフラ事業に投融資等を行う信託商品に税制措置を講じた時の利用意向＞ 

・ 相続税を減額した場合の利用意向  ⇒ 26.2％ 

・ 収益を非課税とした場合の利用意向 ⇒ 36.1％ 

＜社会インフラ事業に投融資等を行う信託商品利用・検討したい主な理由＞ 

・ 安定した利益を得られそうだから        ⇒ 53.9％ 

・ 社会インフラ投資を通じた社会貢献ができるから ⇒ 53.3％ 

＜信託商品の設計ニーズ＞ 

・ 元本の確保を重視した運用   ⇒ 30.3％ 

・ 一定の利回りを目指す運用   ⇒ 28.6％ 

・ キャピタルゲインを目指す運用 ⇒  5.7％ 

 

 

 

 

 

 

【(*2) 社会インフラ事業への融資・出資等を行う信託の商品内容】 

・ 社会インフラ事業への融資・出資等により運用を行う金融商品 

・ 運用期間中に収益を受け取ることができる 

・ 満期以前に解約した場合、解約手数料が発生し元本割れになる可能性がある 

・ 預入れた資金がどのように運用（投資）されているかが把握可能 

◆社会インフラについて民間資金活用の必要性を認識しており、条件次第で自ら投資を行

いたいと考えていることが確認された。 

◆社会インフラ事業に投融資等を行う信託商品については、関心の高さが示され、利用意

向が確認された。また、収益を非課税とする税制措置を講じた場合、利用意向がより高

まることが確認された。 



 

新信託商品受容性把握のための基礎調査

調査結果報告書
【贈与者編/受益者編】

2013年8月



調査概要

調査方法
贈与者調査
(親や祖父母)

受益者調査
(子供や孫)

調査目的

資金贈与者の立場から、結婚を契機とした既婚の子供へ
の資金援助の実態や未婚の子供や孫に対する資金援助
の意向、商品の受容性を把握し、贈与税制見直しなどの提
言の一助とする。

資金受益者の立場から、結婚の障壁や不安点、商品利用
による効果、効果が出る必要金額を把握し、贈与税制見直
しなどの提言の一助とする。

調査対象者 40歳以上の既婚者(子供あり)
25～39歳の未婚者・既婚者

(既婚者は3年以内に結婚した者）

サンプルソース

調査実施期間

調査地域

サンプル数 設定数：12,600s、回収数：3,776s（回収率：29.9％） 設定数：21,044s、回収数：1,345s（回収率：6.4％）

調査主体

※なお、スコアは国勢調査（平成22年）の性別、年代の構成比に合わせて補正を行っている。

日経リサーチインターネットモニター

２０１３年５月２３日（木）～２７日（月）

全　　国

株式会社　日経リサーチ

－1－



商品説明

　調査時に提示した商品コンセプトは以下のとおりです。

 ～商品コンセプト～

・ 結婚後の生活資金（結婚資金も含む）を、子供や孫に一括で贈与することを目的とする金融商品。

・ 資金の管理は信託銀行が行い、贈与を受ける子供や孫は、結婚すれば資金を受け取ることが可能となる。

   使途は、結婚や出産費用も含む生活資金とする。

・ 通常、一括でまとまった資金を贈与すると贈与税がかかるところを、この商品を介して贈与することで、

   贈与税非課税とすることができる。

「結婚契機の資金贈与信託」の解説

－2－



調査結果サマリー

【贈与者編】



（贈与者編）回答者プロフィール①

性別 年齢

平均：61.1歳

職業 未既婚

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）、「*」はサンプル数が30未満のため参考値

(N=3766/WN=3767) (N=3766/WN=3767)

(N=3766/WN=3767) (N=3766/WN=3767)

男性
51.6%

女性
48.4%

無回答
0.0%

40歳代
20.8%

50歳代
24.4%60歳代

29.5%

70歳以上
25.2%

無回答
0.0%

お勤め
（フルタイム）

27.8%

お勤め（パー
ト・

アルバイト）
12.1%

自営・自由業
9.0%

専業主婦
（主夫）
29.5%

学生
0.0%

無職
・定年退職

20.2%

その他
1.4%

無回答
0.0%

既婚
94.8%

離死別
5.2%

無回答
0.0%

－4－



（贈与者編）回答者プロフィール②

お子さまは次のどちらにあてはまりますか。 孫は、次のどちらにあてはまりますか。 あなたにお孫さまはいらっしゃいますか。
【1～7番目合算】 複数お孫さまがいらっしゃる方はすべてお答えください。 （それぞれひとつずつ）

全体(N=3766/WN=3767) （いくつでも）【息子・娘の子ども合算】 全体(n=1431/Wn=1501) 全体(n=2009/Wn=2073)

あなたと同居しているご家族をこの中からすべて あなたの現在のお住まいは、次のどれにあてはまりますか。（ひとつだけ）
お答えください。なお、ご回答はあなたからみた 全体(N=3766/WN=3767)

続柄でお答えください。（いくつでも）

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）、「*」はサンプル数が30未満のため参考値
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（贈与者編）調査結果サマリー①　結婚を契機とした資金援助の経験(既婚の子どもに対して)

お子さま
の結婚

お子さま
にお金が
必要だっ
たから

退職金・
相続・贈
与などに
より資産
を保有

あなたや
配偶者の
ライフス
テージの

変化

親族の経
験や話を
見聞きし

て

増税や減
税の動き
を知って

友人・知
人の経験
や話を見
聞きして

ご家族の
体調不良
や入院

あなた自
身の体調
不良や入

院

テレビや
新聞・雑
誌をみて

その他

既婚の子ども全体
(n=1101/Wn=1134) 67.3 39.4 6.6 3.5 1.7 1.2 1.1 0.7 0.4 0.4 3.4 (%)

500万未満（貯蓄なし除く）
(n=174/Wn=178) 69.4 38.7 5.1 2.6 1.0 0.0 0.0 2.5 0.5 0.0 1.1

500万～1000万未満
(n=162/Wn=170) 68.2 33.7 7.5 4.0 0.6 0.9 1.1 0.0 0.0 1.2 2.6

1000万円～2000万円未満
(n=194/Wn=197) 69.5 39.2 6.3 2.8 0.4 0.4 1.2 1.0 0.0 0.0 5.0

2000万円以上
(n=524/Wn=539) 66.6 41.6 6.3 3.2 3.0 1.9 1.5 0.2 0.6 0.4 4.0

※■は各全体値＋5ｐ以上、■は各全体値－5ｐ以上
※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）

(%)

平均
（万円）

348.2

220.9
既婚の子ども全体
(n=1101/Wn=1134) 50.2 34.6 33.2 17.4 15.3 9.6

214.9
500万未満（貯蓄なし除く）

(n=174/Wn=178) 51.0 28.5 29.7 22.8 11.2 5.4

346.0
500万～1000万未満
(n=162/Wn=170) 52.9 29.8 33.0 16.6 15.6 4.3

443.6
1000万円～2000万円未満

(n=194/Wn=197) 49.7 32.0 34.1 18.6 14.9 11.4

2000万円以上
(n=524/Wn=539) 49.4 39.9 32.3 15.2 16.9 12.4

※■は各全体値＋5ｐ以上、■は各全体値－5ｐ以上

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）

育児出
産資金

その他
結婚式
のサ
ポート

新生活
住居の
サポー

ト

引越・
生活用
品・家

電

生活資
金（食
費・生
活費）

69.1

57.1

53.2

38.1

54.7

資金援助した

30.9

42.9

46.8

61.9

45.3

資金援助
しなかった

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

無回答

全体
(n=2009/Wn=2073)

500万未満(貯蓄なし除く)
(n=457/Wn=468)

500万～1000万未満
(n=300/Wn=319)

1000万円～2000万円未満
(n=341/Wn=346)

2000万円以上
(n=755/Wn=780)

(%)

世
帯
貯
蓄
・

投
資
残
高
別

＜一人当たりの援助金額＞

＜資金援助の用途＞

＜既婚の子どもに対する結婚を契機とした資金援助の経験＞ ＜資金援助を決めたきっかけ＞

6.7

7.6

15.1

21.6

18.0

15.3

22.4

19.0

17.7

15.2

17.5

21.2

12.1

9.6

18.1

3.8

2.6

50万
未満

18.9

10.2

13.6

50～
100万
未満

23.6

21.8

27.5

34.6

25.3

100～
200万
未満

25.5

200～
300万
未満

14.7

300～
500万
未満

10.1 2.9

500～
1,000万

未満

5.0

5.0

1,000万
以上

4.3

0.7

5.4

7.0 0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

無回答

全体
(n=1101/Wn=1134)

500万未満(貯蓄なし除く)
(n=174/Wn=178)

500万～1000万未満
(n=162/Wn=170)

1000万円～2000万円未満
(n=194/Wn=197)

2000万円以上
(n=524/Wn=539)

　・既婚の子どもに対する結婚契機の資金援助経験は、5割以上が「援助した」と回答。
　・世帯貯蓄別の2000万円以上では、7割近くが援助をしている。
　・一人当たりの援助額は全体平均で348.2万円。

世
帯
貯
蓄
・

投
資
残
高
別

　・資金援助を決めたきっかけは「お
子さまの結婚」が7割弱で最も高く、
次いで「お子様にお金が必要だった
から」が4割。

・資金援助の用途は「結婚式のサ
ポート」が5割で最多。「新生活の住
居のサポート」「新生活の引越しや生
活用品・家電の購入サポート」が3割
強。

67.3

39.4

6.6 3.5 1.7 1.2 1.1 0.7 0.4 0.4 3.4
0

20

40

60

80（%）

世
帯
貯
蓄
・

投
資
残
高
別

50.2
34.6 33.2

17.4 15.3 9.6

0

20

40

60

80（%）
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（贈与者編）調査結果サマリー②　「結婚契機の資金贈与信託」の利用意向と利用した場合の一人当たりの平均援助額

(%) (%) (%) (%)

(万円) (万円) (万円) (万円)

未婚の子ども

孫

既婚の子ども

未婚の子ども

孫

既婚の子ども

　・「結婚契機の資金贈与信託」の利用意向は、子ども/孫の状況に関わらずいずれも全体の3割～4割が「サポートしたい」(サポートしたい+検討したい)と回答。
　・今後の意向となる未婚子ども/孫に対しての信託利用意向は、資金援助意向のうち7割弱、8割強という高い水準。

　・「結婚契機の資金贈与信託」を利用した想定援助金額は、子ども/孫の状況により平均300万円強～400万円強の範囲。
　・「結婚契機の資金贈与信託」を利用した場合の平均想定額は、利用しない場合に比べて概ね60万～70万円程度増加した。

全体

54.7

31.4

56.5

39.2

37.4

31.7

0 20 40 60 80

(n=2009/
Wn=2073)

(n=2009/
Wn=2073)

(n=2607/
Wn=2554)

(n=2607/
Wn=2554)

(n=1978/
Wn=2038)

(n=1978/
Wn=2038)

1000万未満(貯蓄なし除く)

44.2

27.1

53.6

35.5

32.1

28.2

0 20 40 60 80

(n=757/
Wn=787)

(n=757/
Wn=787)

(n=1287/
Wn=1259)

(n=1287/
Wn=1259)

(n=742/
Wn=770)

(n=742/
Wn=770)

1000-2000万円未満

57.1

27.7

60.9

42.6

39.6

28.6

0 20 40 60 80

(n=341/
Wn=346)

(n=341/
Wn=346)

(n=398/
Wn=393)

(n=398/
Wn=393)

(n=339/
Wn=343)

(n=339/
Wn=343)

2000万円以上

69.1

40.3

65.2

48.5

45.2

39.9

0 20 40 60 80

(n=755/
Wn=780)

(n=755/
Wn=780)

(n=692/
Wn=681)

(n=692/
Wn=681)

(n=744/
Wn=768)

(n=744/
Wn=768)

結
婚
契
機
の
資
金
贈
与
信
託
の

利
用
意
向

結
婚
契
機
の
資
金
贈
与
信
託
を
利
用
し
た
場

合
の
一
人
当
た
り
の
平
均
援
助
額

＜世帯貯蓄・投資残高別＞

＜世帯貯蓄・投資残高別＞

※青　資金援助した経験・意向(援助した/したい)
※赤　信託の利用意向(サポートしたい計)

※青　資金援助した額・想定額
※赤　信託を利用した場合の想定額

全体

348.2

416.1

309.3

372.4

243.3

312.3

0 100 200 300 400 500

(n=1101/
Wn=1134)

(n=647/
Wn=651)

(n=1504/
Wn=1443)

(n=1040/
Wn=1000)

(n=762/
Wn=763)

(n=645/
Wn=647)

1000万未満(貯蓄なし除く)

218.0

226.2

165.6

197.9

132.6

166.4

0 50 100 150 200 250

(n=336/
Wn=348)

(n=214/
Wn=213)

(n=712/
Wn=675)

(n=468/
Wn=447)

(n=247/
Wn=247)

(n=218/
Wn=217)

1000-2000万円未満

346.0

330.8

307.1

359.0

215.6

268.7

0 100 200 300 400

(n=194/
Wn=197)

(n=93/
Wn=96)

(n=243/
Wn=239)

(n=169/
Wn=167)

(n=135/
Wn=136)

(n=96/
Wn=98)

2000万円以上

443.6

583.3

549.2

625.1

331.4

436.1

0 200 400 600 800

(n=524/
Wn=539)

(n=314/
Wn=314)

(n=460/
Wn=444)

(n=345/
Wn=330)

(n=347/
Wn=347)

(n=306/
Wn=306)
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調査結果サマリー

【受益者編】



（受益者編）回答者プロフィール①

性別 職業

(%) (%)

未婚全体
(n=682/
Wn=682)

未婚全体
(n=682/
Wn=682)

既婚全体
(n=663/
Wn=663)

既婚全体
(n=663/
Wn=663)

年齢 居住エリア

(%) (%)

平均
(歳)

未婚全体
(n=682/
Wn=682)

31.2 未婚全体
(n=682/
Wn=682)

既婚全体
(n=663/
Wn=663)

31.2 既婚全体
(n=663/
Wn=663)

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）

57.4

50.3

42.6

49.7

0.0

0.0

男性 女性 無回答

68.1

67.8

12.3

8.3 3.4 19.1

10.6 0.0

お勤め
（ﾌﾙﾀｲﾑ）

お勤め
（ﾊﾟｰﾄ・

ｱﾙﾊﾞｲﾄ）

4.3

自営・
自由業

0.3

専業
主婦

（主夫）

0.8

2.8

学生

0.5

無職・
定年
退職

0.2

1.6

その他

0.0

無回答

43.0

38.3

30.9

39.0

26.2

22.6

0.0

0.0

25-29歳 30-34歳 35-39歳 無回答

4.4

6.6

6.2

5.3

38.7

32.6 5.6

12.2

14.4

16.5

17.5

7.6

5.0 3.6

8.4

9.4

0.0

0.0

北海道 東北 関東 北陸

3.2

中部 近畿 中国 四国

3.0

九州・沖縄 無回答
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（受益者編）回答者プロフィール②

個人・配偶者年収

(%)

平均
（万円）

未婚全体
(n=682/
Wn=682)

327.1

既婚全体
(n=663/
Wn=663)

384.2

配偶者
(n=663/
Wn=663)

373.2

貯蓄・投資総額

(%)

平均
（万円）

未婚全体
(n=682/
Wn=682)

461.5

既婚全体
(n=663/
Wn=663)

537.5

1ヶ月に使えるお金（こづかい）

(%)

平均
（万円）

未婚全体
(n=682/
Wn=682)

4.2

既婚全体
(n=663/
Wn=663)

2.6

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）

34.2

25.7

30.1

35.3

28.5

26.6

22.6

31.0

28.6

11.4

10.0

2.2

3.3

0.0

0.0

0.0

200万円未満 200～400万円未満 400～600万円未満 600～800万円未満

5.9

800～
1,000万円未満

0.3

1,000万円以上

1.7

1.2

1.5

無回答

16.9

7.4

17.8

9.7

8.9

8.9 14.5

6.5

8.9

7.0

8.2

4.9

6.9 7.3

3.6

4.9

貯蓄は
ない

50万
未満

50～
100万
未満

100～
200万
未満

11.4

200～
300万
未満

300～
400万
未満

400～
500万
未満

500～
600万
未満

3.8

600～
700万
未満

700～
800万
未満

2.6

3.4

800～
900万
未満

2.2

2.8

900～
1,000万
未満

2.1

3.1

1,000～
1,500万
未満

6.2

6.6

1,500～
2,000万
未満

2.9

3.2

2,000～
3,000万
未満

1.0

2.7

1.0

0.8

3,000～
4,000万
未満

4,000～
5,000万
未満

0.1

0.2
0.5

1.5

5,000万
以上

0.0

0.0

無回答

11.4

12.6

10.0

13.9

15.5

26.9 21.1

10.5

8.6

11.8

8.9

9.5

3.3 2.6

5.0

1.4

5,000円未満
5,000～

1万円未満
1～2万円

未満
2～3万円

未満

17.7

3～4万円
未満

4～5万円
未満

5～7万円
未満

7～10万円
未満

6.1

10～20万円
未満

20万円以上

2.6

0.7

無回答

0.0

0.0
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（受益者編）調査結果サマリー①　結婚予定状況とその障壁（未婚者について）

結婚予定状況 (%)

未婚全体
(n=682/
Wn=682)

男性
(n=419/
Wn=391)

女性
(n=263/
Wn=291)

結婚意向なし理由

結婚式等の
結婚資金の不足

結婚の不安点

家族間の問題

結婚後の
生活資金の問題

自由な時間が
少なくなること

収入が安定して
いないこと

結婚意向

相手との性格・
相性の問題

自由に使える
お金が少なく

なること

家族としての
責任を負うこと

5.3

4.6

6.2

13.9

10.6

18.2

15.8

14.6

17.3

65.1

70.1

58.2

0.0

0.0

0.0

結婚する
予定

がある

結婚する
予定はある
が具体的な
計画では

ない

現在結婚
予定は

ないが過去
思った

ことがある

具体的に
結婚しよう
と思った

ことはない

無回答

14.4

15.8

11.8

55.3

51.5

62.5

5.0 0.0

0.0

0.0

今の生活に
満足して
いるから

結婚の
必要性を

感じないから

13.7

31.4

25.3

経済的な面で
不安を感じて

いるから

12.0

その他

1.3

無回答

未婚全体
(n=289/Wn=286)

男性
(n=201/Wn=187)

女性
(n=88/Wn=99)

58.1

40.3

33.3

28.1

24.4

21.8

21.1

17.7

33.9

34.7

31.2

31.1

12.7

28.9

25.6

15.9

0 20 40 60 80

未婚全体
(n=233/Wn=238)

【参考】既婚全体
(n=663/Wn=663)

・結婚意向を示さない人の理由として、「経済的な面で不安を感じている」人が2割強存在し、特に男性においては結婚への障壁となっている。
・また、結婚を予定している（過去も含めて）人でも「結婚後の生活資金」「収入が安定しないこと」といった、資金面での不安を抱えている人が、２～３割存在。

性
別

実
態
把
握 35.5

31.7

41.6

42.2

41.8

42.9

22.3

26.5

15.5

0.0

0.0

0.0

結婚したいと
思っている

積極的に結婚
したいとは思わない

結婚をしたくない 無回答

未婚全体
(n=449/Wn=444)

男性
(n=296/Wn=275)

女性
(n=153/Wn=169)
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（受益者編）調査結果サマリー②　商品利用による効果（未婚者について）

商品利用による効果 効果が出る必要金額

(n=682/Wn=682)

   (％)

(n=200/
Wn=194)

結婚について、
より前向きに検討

するようになる

結婚の時期が
早まると思う

(n=176/
Wn=171)

(n=194/
Wn=189)

結婚後の生活用品や
家電の購入費を

増やすと思う

子どもを持ちたい
と思う

(n=252/
Wn=249)

結婚後の住居に
ついて、より良いところ

に住むと思う

結婚後の生活資金
（食費・生活費）を

増やすと思う

出産のタイミングが早まる
かもしれない

(n=202/
Wn=200)

(n=233/
Wn=230)

(n=247/
Wn=248)

58.2

84.3

56.1

78.5

62.9

74.1

64.3

9.6

11.7

11.3

9.5

14.6

32.1

10.9

33.0

16.0

25.8

16.9

21.1

300万
円

未満

5.2

5.5

300～
500万
円未満

500万
円以上

36.5

36.2

33.6

29.5

28.7

27.7

25.1

0 20 40 60
（%）

贈
与
効
果

(

未
婚
者
に
つ
い
て

)

　・結婚契機の資金贈与信託による贈与効果は、「結婚後の住居をより良いところに住む」や「生活用品や家電の購入を増やす」等の消費を活性化する回答が上位を占めた。
　・また、34％の人が「子供を持ちたいと思う」、28％の人が「結婚を前向きに検討」と回答があり、結婚や出産を後押しする効果が確認できた。
　・上記効果があると回答した人の約8割が、必要な金額は500万円未満と回答。
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新信託商品受容性把握のための基礎調査

調査結果報告書
【インフラ投資信託編】

2013年8月



調査概要

調査方法 インターネット調査

調査目的 インフラ投資にかかる信託商品の受容性を把握し、税制見直しなどの提言の一助とする。

調査対象者 25歳以上の一般男女個人

サンプルソース 日経リサーチインターネットモニター

調査実施期間 2013年5月30日（木）～6月3日（月）

調査地域 全国

サンプル数 設定数：8,804s、回収数：1,497s　（回収率：17.0%）

調査主体 株式会社　日経リサーチ

※なお、スコアは国勢調査（平成22年）の性別、年代の構成比に合わせて補正を行っている。

－1－



商品説明 インフラ投資信託編

　調査時に提示した商品コンセプトは以下のとおり。

＜参考＞「社会インフラの問題」

・ 我が国の社会資本(以下、社会インフラ※)は、高度経済成長期に建設された大
量の資産が耐用年数を迎えつつあり、老朽化の進展が大きな課題となっており、
今後の維持更新費の増額が見込まれる。
 ※社会インフラとは、道路・港湾・鉄道・電力・水道等の産業や生活の基盤となる
    公共施設のこと
・ 『平成23年度国土交通白書』によると、国土交通省所管の社会インフラ（道路、
港湾、空港、下水道等）を対象に、過去の投資実績等を基に今後の維持管理・更
新費（災害復旧費を含む）を推計したところ、従来どおりの費用の支出を継続する
と仮定すると、2037年度には維持管理・更新費が投資総額を上回る。
・ また、2011年度から2060年度までの50年間に必要な更新費は約190兆円とな
り、そのうち、約30兆円（全体必要額の約16％）の更新ができないと試算している。

　

＜参考資料＞

　1.概要

　・ 社会インフラ(資本)事業への融資・出資等にて運用を行う金融商品
　・ 資金の管理は信託銀行が行ない、運用期間中に収益を受け取ることができる
　・ 商品には満期が設定されており、満期以前に解約した場合、解約手数料が発生し
     元本割れになる可能性がある
　・ 預入れた資金が、どのように運用されているか（投資されているか）が把握可能

　【追加条件】
　条件① 運用期間中に亡くなった場合、相続税の計算を行う価額である相続税評価額が
　           市場価値より一定程度減額になり、預金や現金で相続するのに比べて相続税が
             減額となる
　条件② 運用中の収益が非課税となる

　2.運用スタイル

「商品コンセプト」

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

1965 70 75 80 85 90 95 2000 05 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60

維持管理・更新費が2010年度の投資総額を上回る額

新設（充当可能）費

災害復旧費

更新費

維持管理費

(兆円)

(年度)

(出所：『平成23年度国土交通白書』)

【リターン小、リスク小】 

 リターン リスク 

商品設計① 

(元本の確保を   
重視した運用) 

定期預金を上回る利回り 元本割れする可能性は極めて低い 

商品設計② 

(一定の利回りを   
目指す運用) 

社債並の利回り 元本割れする可能性は低い 

商品設計③ 

(キャピタルゲイン(※)
を目指す運用) 

株価と同様に時価が日々、運用

結果により値動きし、運用結果

により大きな利益を得られる

可能性がある 

リスクが高い分、元本割れの可能

性がある 

【リターン大、リスク大】 （※）キャピタルゲイン：投資した元本の時価が上昇することによる利益 
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回答者プロフィール① インフラ投資信託編

性別 年齢

平均：51.5歳

職業 未既婚

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）

(N=1497/WN=1497) (N=1497/WN=1497)

(N=1497/WN=1497) (N=1497/WN=1497)

男性
49.2%

女性
50.8%

無回答
0.0%

25-39歳
28.0%

40-49歳
18.6%50-59歳

18.3%

60-69歳
20.5%

70-79歳
14.5%

無回答
0.0%

お勤め
（フルタイム）

39.1%

お勤め（パー
ト・

アルバイト）
12.4%

自営・自由業
8.1%

専業主婦
（主夫）
23.9%

学生
0.3% 無職

・定年退職
14.7%

その他
1.5%

無回答
0.0%

既婚
71.4%

未婚
20.9%

離死別
7.7%
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回答者プロフィール② インフラ投資信託編

居住地域 世帯年収（税込）

平均：638.0万円

世帯貯蓄・投資総額（投資残高） 1ヶ月に使えるお金（こづかい）

平均：1406.3万円 平均：3.3万円

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）

全体(N=1497/WN=1497) 全体(N=1497/WN=1497)

全体(N=1497/WN=1497) 全体(N=1497/WN=1497)

北海道
5.7%

東北
7.7%

関東
32.8%

北陸
3.5%

中部
14.1%

近畿
18.4%

中国
6.0%

四国
3.0%

九州・沖縄
8.8% 200万円

未満
7.6%

200万円～
400万円未満

23.4%

400万円～
600万円未満

25.7%

600万円～
800万円未満

19.6%

800万円～
1,000万円未満

11.4%

1,000万円～
1,500万円未満

9.9%

1,500万円～
2,000万円未満

1.5%

2,000万円以上
0.9%

無回答
0.0%

貯蓄はない
9.1%

100万円未満
12.5%

1500万円未満
8.8%

5000万円以上
5.9%

300万円未満
14.4%

500万円未満
11.0%

1000万円未満
16.2%

5000万円未満
3.5%4000万円未満

4.9%

3000万円未満
7.9%

2000万円未満
5.8%

無回答
0.0%

5,000円未満
10.5%

5,000円～
1万円未満

14.4%

1万円～
2万円未満

21.2%
2万円～

3万円未満
19.3%

3万円～
4万円未満

9.9%

4万円～
5万円未満

10.2%

5万円～
7万円未満

5.6%

7万円～
10万円未満

4.7%

10万円～
20万円未満

2.5%

20万円以上
1.6% 無回答

0.0%
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調査結果サマリー



調査結果サマリー①　社会インフラ問題に対する意識と投資意向 インフラ投資信託編

＜社会インフラに係る現状の問題点についての意識＞

(%)

全体
(N=1497/
WN=1497)

500万円未満
（貯蓄なし除く）

(n=534/
Wn=567)

500万～
1000万円未満

(n=240/
Wn=243)

1000万～
2000万円未満

(n=225/
Wn=218)

2000万円以上
(n=361/
Wn=334)

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）

＜社会インフラへの投資意向＞

(%)

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）

全体
(N=1497/
WN=1497)

500万円未満
（貯蓄なし除く）

(n=534/
Wn=567)

2000万円以上
(n=361/
Wn=334)

500万～
1000万円未満

(n=240/
Wn=243)

1000万～
2000万円未満

(n=225/
Wn=218)

社会インフラの問題点について、4割の人が「民間資金の活用など対応を行う必要がある」と回答。特に世帯貯蓄が高い人ほど、「民間資金の活用」を受容。社会インフラへの
投資意向は4割弱の人が示しており、世帯貯蓄が高い人ほど検討意向者が多い。

世
帯
貯
蓄
・

投
資
残
高
別

40.2

39.7

38.7

43.7

47.9

29.0

29.3

34.2

27.6

27.6

8.5

22.9

22.4

20.2

21.1

17.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

民間資金の活用など
対応を行う必要がある

あくまで国が対応
すべき問題である

将来の問題であり､
次世代にて対応をすべき

7.9

7.0

7.6

7.2

全く関心がない 無回答

0.2

0.4

0.0

38.3

39.8

36.7

41.2

44.3

24.7

35.9

35.3

34.3

35.6

29.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.3

0.8

どのような方法（商品）
であっても投資したい

投資条件（商品設計）
次第で投資を検討したい

国が行うもので
あり必要ない

25.5

28.2

22.8

26.4

全く関心がない 無回答

世
帯
貯
蓄
・

投
資
残
高
別
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調査結果サマリー②　インフラ投資にかかる信託商品の関心と利用意向 インフラ投資信託編

＜商品への関心（社会インフラ問題提示前後）＞
（％）

＜商品利用意向＞

（％）

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）

(n=361/Wn=334)

2000万円以上

提示前          提示後 提示前          提示後 提示前          提示後

(n=240/Wn=243)

500万～1000万円未満 1000万円～2000万円未満

(n=225/Wn=218)

500万円未満(貯蓄なし除く)

(n=534/Wn=567)(N=1497/WN=1497)

全体

提示前          提示後 提示前          提示後

2000万円以上

(N=1497/
WN=1497)

(n=534/
Wn=567)

(n=240/
Wn=243)

(n=225/
Wn=218)

(n=361/
Wn=334)

全体

500万円未満
（貯蓄なし除く）

500万～
1000万円未満

1000万～
2000万円未満

商品への関心は、社会インフラの問題の提示前後を調査。提示前では48％だが、提示後だと54％と6ポイント増加。
商品利用意向(ぜひ利用したい、利用を検討したい)は全体で27％。世帯貯蓄が高い人（世帯貯蓄2000万円以上）ほど高い利用・検討意向を示している。

14.5 17.7 15.1 17.2 12.0 16.9
13.5

18.6 20.4 22.1

34.1

48.4

54.4
51.6

57.7

51.9
54.5

46.0

54.6
49.7

56.9

3.32.22.73.54.52.42.63.0

ぜひ詳しく
知りたい

3.0 2.4

もう少し
知りたい

時間が
あれば

話を聞いて
みたい

30.9 33.5
38.1

35.4
34.1

29.8

33.7 26.9

31.5

合計スコア

0

10

20

30

40

50

60

世帯貯蓄・投資残高別

1.0

1.4

1.3

0.0

0.3

26.1

26.5

22.2

29.4

32.1

46.5

25.7

25.6

28.3

22.0

22.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

ぜひ利用したい 利用を検討したい 利用したいと思わない

47.3

48.1

48.6

44.9

わからない 無回答

世
帯
貯
蓄
・

投
資
残
高
別
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調査結果サマリー③　インフラ投資にかかる信託商品の利用・非利用意向の理由 インフラ投資信託編

＜利用意向理由＞ ＜非利用意向理由＞

　 安
定
し
た
利
益
を

得
ら
れ
そ
う

社
会
イ
ン
フ
ラ
投
資

を
通
じ
た
社
会
貢
献

が
で
き
る

投
資
先
を

把
握
で
き
る

金
融
機
関
が

運
用
先
を
選
定
す
る

安
心
感
が
あ
る

そ
の
他

投
資
す
る

資
産
が
な
い
か
ら

社
会
イ
ン
フ
ラ
事
業

へ
は
投
資
し
た
く

な
い
か
ら

直
接
社
会
イ
ン
フ
ラ

事
業
に
投
資
し
た
い

か
ら

そ
の
他

全体 (n=393/Wn=405) 53.9 53.3 36.0 26.2 0.8 (%) (n=723/Wn=708) 64.6 31.2 2.8 10.5 (%)

男性 (n=243/Wn=250) 59.8 52.2 36.6 24.7 0.5 (n=344/Wn=330) 61.8 35.8 3.3 8.0

女性 (n=150/Wn=155) 44.2 55.1 35.0 28.6 1.1 (n=379/Wn=378) 67.1 27.2 2.3 12.7

25～39歳 (n=113/Wn=148) 45.5 54.8 44.3 23.1 0.9 (n=122/Wn=158) 68.9 36.1 3.4 4.0

40代 (n=72/Wn=71) 61.6 52.7 38.4 26.7 0.0 (n=127/Wn=123) 65.4 26.4 2.3 14.0

50代 (n=76/Wn=67) 56.7 49.8 35.9 27.4 1.3 (n=144/Wn=125) 61.0 32.6 3.5 10.4

60代 (n=75/Wn=75) 59.4 50.5 23.8 20.8 0.0 (n=164/Wn=170) 66.5 31.1 1.9 11.2

70代 (n=57/Wn=44) 55.7 59.5 25.1 43.0 1.9 (n=166/Wn=131) 60.0 28.7 3.0 14.3

 500万円未満（貯蓄なし除く） (n=142/Wn=158) 54.0 49.4 41.0 21.3 0.0 (n=254/Wn=264) 77.3 25.1 2.3 8.2

 500万～1000万円未満 (n=54/Wn=57) 49.6 56.3 31.9 15.5 1.5 (n=119/Wn=117) 54.5 36.5 2.7 12.3

 1000万～2000万円未満 (n=65/Wn=64) 47.4 58.8 35.5 44.1 3.4 (n=111/Wn=106) 60.8 39.2 3.3 7.5

2000万円以上 (n=114/Wn=108) 63.6 54.1 32.9 26.6 0.0 (n=165/Wn=150) 45.2 39.3 2.7 16.8

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり） ※■は全体値＋5ｐ以上、■は全体値－5ｐ以上

世
帯
貯
蓄
・

投
資
残
高
別

性
別

年
代
別

53.9 53.3

36.0

26.2

0.8
0

20

40

60

80
（%）

全体(n=393/Wn=405)
64.6

31.2

2.8
10.5

0

20

40

60

80
（%）

全体(n=723/Wn=708)

商品の利用意向理由は、「安定した利益を得られそう」「社会インフラ投資を通じた社会貢献ができる」がともに5割強と過半数をしめる。
一方、非利用意向の理由は、「投資する資産がないから」が6割強を占める。
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調査結果サマリー④　インフラ投資にかかる信託商品の設計・満期ニーズと優遇条件のニーズ インフラ投資信託編

＜商品設計ニーズ＞ ＜満期の許容期間（利用意向あり絞り）＞ ＜インフラ投資の信託商品に優遇条件を追加した場合の利用意向＞

(%) （%）

全体
(N=1497/
WN=1497)

（ぜひ利用
したい）

（ぜひ利用
したい）

（ぜひ利用
したい）

(1.0) (1.7) (6.2)

500万円未満
（貯蓄なし除く）

(n=534/
Wn=567) 【世帯貯蓄・投資残高別】

(1.4) (2.1) (6.1)

500万～
1000万円未満

(n=240/
Wn=243)

(1.3) (0.8) (6.2)

1000万～
2000万円未満

(n=225/
Wn=218)

(0.0) (1.4) (6.2)

(0.3) (1.9) (7.5)

2000万円以上
(n=361/
Wn=334)

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）

条件追加なし
商品

条件①
「相続税減額」
のみ追加した商品

条件②
「収益非課税」
のみ追加した商品

(n=225/
Wn=218)

(n=240/
Wn=243)

(n=534/
Wn=567)

回答者数

36.1

利用・検討
したい計

利用・検討
したい計

利用・検討
したい計

全体
(N=1497/
WN=1497)

27.0 26.2

500万円未満
(貯蓄なし

除く)

27.9 25.5 36.4

500万円～
1000万円

未満

23.6 23.9 31.7

1000万円～
2000万円

未満

29.4 25.0 36.5

46.8
2000万円

以上
(n=361/
Wn=334)

32.4 35.8

商品設計ニーズは、「商品設計①（元本の確保を重視した運用）」「商品設計②（一定の利回りを目指す運用）」がともに3割前後と高いが、世帯貯蓄2000万円以上では「商品設計②
（一定の利回りを目指す運用）」が最も高い。満期の許容期間（利用意向あり絞り）は、「3年」（「3年まで」～「10年以上の長期でも利用したい」合計）で87％、5年（「5年まで」～「10年
以上の長期でも利用したい」合計）でも53％の人が許容。インフラ投資の信託商品に条件②「収益非課税」を追加した場合、利用検討意向が36％と、条件追加前から9ポイントスコ
アが上昇。

世
帯
貯
蓄
・
投
資
残
高
別

13.5

16.1

21.0

33.7

34.9

34.2

28.5

34.8

37.1

34.1

33.4

47.0

40.0

2.2

2.8

0.7

1.9

2.9

9.0

7.8

8.1

9.0

12.07.0

7.4

1年
まで

3年
まで

5年
まで

7年
まで

10年
まで

3.3

6.2

4.4

4.5

10年以上の
長期でも

利用したい

2.5

(n=773/
Wn=785)

(n=272/
Wn=297)

(n=122/
Wn=127)

(n=122/
Wn=119)

(n=219/
Wn=205)

30.3

32.7

32.2

29.6

30.0

28.6

29.1

28.1

27.8

35.5

5.7

5.0

5.3

7.9

6.4

0 20 40 （%）

商品設計①
（元本の確保を
 重視した運用）

商品設計②
（一定の利回りを
 目指す運用）

商品設計③
（キャピタル
 ゲインを目指す
 運用）
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新信託商品受容性把握のための基礎調査

調査結果報告書
【相続意識編】

2013年8月



調査概要

調査方法 インターネット調査

調査目的
相続の受け取り経験や今後の可能性、相続対策の実態、相続税・贈与税改正論や新商品への意識・関心などを把握し、今
後の施策作りへの一助とする。

調査対象者 40歳以上の既婚者

サンプルソース 日経リサーチインターネットモニター

調査実施期間 ２０１３年５月２３日（木）～２７日（月）

調査地域 全国

サンプル数 設定数：12,600s、回収数：3,776s（回収率：29.9％）

調査主体 株式会社　日経リサーチ

※なお、スコアは国勢調査（平成22年）の性別、年代の構成比に合わせて補正を行っている。

－1－



相続税と贈与税の改正についての解説

　調査時に提示した税制改正の動きの解説は以下のとおりです。

（例）基礎控除（相続財産の合計額から控除できるもの）の見直し

2014年12月末まで 2015年1月以降

定額控除 5,000万円 3,000万円

（例）20歳以上の者が直系尊属（父母・祖父母等）から贈与により取得した財産に係る贈与税率

基礎控除（110万円）後の贈与価額 税率 基礎控除（110万円）後の贈与価額 税率

　200万円以下の金額 10% 　200万円以下の金額 10%

　300万円　　〃 15% 　400万円　　〃 15%

　400万円　　〃 20% 　600万円　　〃 20%

　600万円　　〃 30% 1,000万円　　〃 30%

1,000万円　　〃 40% 1,500万円　　〃 40%

－ 3,000万円　　〃 45%

1,000万円超の金額 50% 4,500万円　　〃 50%

－ 4,500万円超の金額 55%

2015年1月以降

法定相続人
比例控除

1,000万円に法定相続人数を
乗じた金額

600万円に法定相続人数を
乗じた金額

2014年12月末まで

「相続税改正の動き」の解説

「贈与税改正の動き」の解説

相続税は、配偶者や子など（相続人）が、亡くなられた人（被相続人）の財産を相続などにより取得した場合に、それらの財産の価額をもとに課される

税金です。

相続税については、2015年（平成27年）より相続税の課税が強化されることになります。

（例）　法定相続人が2人の場合　（配偶者（奥さん）と子ども1人の場合）

　　　【基礎控除額（相続税が発生する金額）】

　　　　改正前（2014年まで）　・・・　5,000万円　＋　1,000万円×2人　＝　7,000万円

　　　　改正後（2015年以降）　・・・　3,000万円　＋　600万円×2人　　＝　4,200万円

　　　つまり、改正前は相続財産が4,200～7,000万円の方は税金が非課税でしたが、

　　　改正後課税対象となります。

贈与税は、個人からの贈与により財産を取得した者（原則として個人）に

対し、それらの財産の価額をもとに課される税金です。

贈与税については、2015年（平成27年）より贈与税の課税が緩和されるこ

とになります。

－2－



回答者プロフィール① 相続意識編

性別 年齢

平均：61.1歳

職業 未既婚

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）、「*」はサンプル数が30未満のため参考値

(N=3766/WN=3767) (N=3766/WN=3767)

(N=3766/WN=3767) (N=3766/WN=3767)

男性
51.6%

女性
48.4%

無回答
0.0%

40歳代
20.8%

50歳代
24.4%60歳代

29.5%

70歳以上
25.2%

無回答
0.0%

お勤め
（フルタイム）

27.8%

お勤め（パー
ト・

アルバイト）
12.1%

自営・自由業
9.0%

専業主婦
（主夫）
29.5%

学生
0.0%

無職
・定年退職

20.2%

その他
1.4%

無回答
0.0%

既婚
94.8%

離死別
5.2%

無回答
0.0%

－3－



回答者プロフィール② 相続意識編

お子さまは次のどちらにあてはまりますか。 孫は、次のどちらにあてはまりますか。 あなたにお孫さまはいらっしゃいますか。
【1～7番目合算】 複数お孫さまがいらっしゃる方はすべてお答えください。 （それぞれひとつずつ）

全体(N=3766/WN=3767) （いくつでも）【息子・娘の子ども合算】 全体(n=1431/Wn=1501) 全体(n=2009/Wn=2073)

あなたと同居しているご家族をこの中からすべて あなたの現在のお住まいは、次のどれにあてはまりますか。（ひとつだけ）
お答えください。なお、ご回答はあなたからみた 全体(N=3766/WN=3767)

続柄でお答えください。（いくつでも）

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）、「*」はサンプル数が30未満のため参考値

男
性

女
性

男
性

女
性

33.5

2.00.40.6

24.8

6.11.05.34.95.62.2
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4.9
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54.3

4.2 1.6 1.8
10.5

0.2 0.2 0.0 0.9
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20
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100
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）
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妹
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・
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妹

そ
の
他

（%）

全体(N=3766/WN=3767)

社宅・寮
1.3% その他

2.0%

賃貸
（一戸建て）

2.0%

賃貸
（マンション）

7.3%

持ち家
（マンション）

17.8%

無回答
0.0%

持ち家
（一戸建て）

69.6%

2.3 6.1 4.7 5.1 1.2 5.3
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0.9 0.0 1.0
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20
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孫
な
し
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の
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回答者プロフィール③ 相続意識編

居住地域 世帯年収（税込）

平均：692.8万円

世帯貯蓄・投資総額（投資残高） 1ヶ月に使えるお金（こづかい）

平均：1877.9万円 平均：3.2万円

全体(N=3766/WN=3767) 全体(N=3766/WN=3767)

全体(N=3766/WN=3767) 全体(N=3766/WN=3767)

北海道
5.8% 東北

5.6%

関東
33.0%

北陸
4.1%

中部
14.4%

近畿
20.7%

中国
6.1%

四国
2.7%

九州・沖縄
7.5% 200万円

未満
4.7%

200万円～
400万円未満

21.2%

400万円～
600万円未満

26.1%
600万円～

800万円未満
19.2%

800万円～
1,000万円未満

13.7%

1,000万円～
1,500万円未満

11.0%

1,500万円～
2,000万円未満

2.7%

2,000万円以上
1.5%

無回答
0.0%

貯蓄はない
8.3%

100万円未満
7.8%

1500万円未満
8.6%

5000万円以上
9.2%

300万円未満
11.2%

500万円未満
10.3%

1000万円未満
15.9%

5000万円未満
5.4%

4000万円未満
6.4%

3000万円未満
10.0%

2000万円未満
7.0%

無回答
0.0%

5,000円未満
10.0%

5,000円～
1万円未満

13.0%

1万円～
2万円未満

20.0%

2万円～
3万円未満

21.2%

3万円～
4万円未満

11.4%

4万円～
5万円未満

10.9%

5万円～
7万円未満

6.0%

7万円～
10万円未満

4.4%

10万円～
20万円未満

2.1%

20万円以上
1.1% 無回答

0.0%

－5－



調査結果サマリー



調査結果サマリー① 相続意識編

(%) 全体(n=1356/Wn=1366) 全体(n=1356/Wn=1366)

(%)

感じた
計

感じない
計

33.1 66.9

42.4 57.6

37.6 62.4

40.1 59.9

27.8 72.2

39.0 61.0

26.7 73.3

29.6 70.4

32.0 68.0

＜相続財産の受け取り経験＞ ＜相続税の支払い経験＞

　・相続財産の受け取り経験者は全体の約４割弱。
　 （男性60代以上で５割弱）

　・相続財産受け取り時に相続税を払ったのは３割弱。

　・相続対策をしてもらった人は２割弱。
　　→具体的な対策は「生前贈与」が５割強、「相続税節税」が3割弱。

　・相続対策をしてもらわなかった人の3割強が相続対策の必要性を
　　感じている。
　　→男性40代～60代、女性40代で4割前後。

＜相続対策実施の有無＞

＜具体的な相続対策＞

＜相続対策の必要性を感じたか＞

相
続
財
産
を
受
け
取
っ
た
経
験

45.5

43.1

29.1

17.4

49.3

49.9

29.7

14.7

36.3

ある

54.5

56.9

70.9

82.6

50.7

50.1

70.3

85.3

63.7

ない

全体
(n=3766/Wn=3767)

男性×40代
(n=523/Wn=397)

男性×５０代
(n=501/Wn=448)

男性×６０代
(n=688/Wn=560)

男性×７０歳以上
(n=534/Wn=539)

女性×40代
(n=310/Wn=387)

女性×５０代
(n=412/Wn=473)

女性×６０代
(n=534/Wn=551)

女性×７０歳以上
(n=264/Wn=412)

性
×
年
代
別

払った
26.1%

払って
いない
73.9%

して
もらった
18.8%

して
もらわ

なかった
81.2%

18.013.215.9
26.5

50.8

0

20

40

60

80

生前における
定期的・

計画的な贈与

相続税の
節税

遺言書の
作成

生命保険
の活用

その他

（%） 全体(n=254/Wn=257)

38.5

29.0

39.6

41.5

40.0

38.1

16.5

7.9

8.9

9.8

7.4

12.2

12.8

15.3

10.8

非常に感じた

15.5

21.7

17.8

29.3

20.4

28.0

24.8

27.1

22.4

やや感じた

34.0

25.4

35.8

あまり
感じなかった

34.0

32.3

33.3

19.5

32.6

30.8

23.9

32.2

31.0

感じなかった

全体
(n=1102/Wn=1110)

男性×40代
(n=59/Wn=45)

男性×５０代
(n=117/Wn=105)

男性×６０代
(n=279/Wn=227)

男性×７０歳以上
(n=230/Wn=232)

女性×40代
(n=41/Wn=51)

女性×５０代
(n=90/Wn=103)

女性×６０代
(n=189/Wn=195)

女性×７０歳以上
(n=97/Wn=151)

性
×
年
代
別
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調査結果サマリー② 相続意識編

(%) 全体(n=1632/Wn=1596)

(%)

感じて
いる計

感じて
いない計

47.9 52.1

49.0 51.0

42.1 57.9

48.9 51.1

50.0 50.0

55.3 44.7

46.2 53.8

40.4 59.6

62.2 37.8

＜今後、相続財産を受ける可能性＞ ＜相続対策実施の有無＞

　・今後、相続財産を受ける可能性のある人は全体の４割強。
   男女ともに40代、50代では６割を超える。

　・相続財産を受ける可能性のある人で、相続対策をして
   もらっている人は２割に達していない。

　・具体的な相続対策は「生前贈与」が６割強で最も多い。
　「生命保険の活用」 「相続税の節税」「遺言書の作成」は２～３割。

　・相続対策をしてもらわなかった人の5割弱が相続対策の必要性を
　　感じている。

＜具体的な相続対策＞

＜相続対策の必要性を感じているか＞

今
後
、
相
続
財
産
を
受
け
る
可
能
性

20.5

38.2

60.0

64.5

8.8

31.3

60.3
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40.0
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(n=688/Wn=560)

男性×７０歳以上
(n=534/Wn=539)

女性×40代
(n=310/Wn=387)

女性×５０代
(n=412/Wn=473)

女性×６０代
(n=534/Wn=551)

女性×７０歳以上
(n=264/Wn=412)

性
×
年
代
別

11.6
19.4

28.629.1

62.2
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20

40

60

80
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計画的な贈与

生命保険
の活用

相続税の
節税

遺言書の
作成

その他

（%） 全体(n=147/Wn=142)

42.5

32.8

18.4

36.5

38.6

43.3

17.8

12.9

18.1

13.5

10.5

15.0

10.6

14.3

14.2

非常に
感じている

44.4

27.5

28.1

41.8

39.5

33.9

31.5

34.7

33.7

やや感じている

28.9

34.7

37.1

あまり
感じていない

8.9

16.4

15.2

8.2

31.6

18.3

15.4

16.2

15.0

感じていない

全体
(n=1382/Wn=1350)

男性×40代
(n=314/Wn=238)

男性×５０代
(n=254/Wn=227)

男性×６０代
(n=180/Wn=147)

男性×７０歳以上
(n=38/Wn=38)

女性×40代
(n=170/Wn=212)

女性×５０代
(n=210/Wn=241)

女性×６０代
(n=171/Wn=176)

女性×７０歳以上
(n=45/Wn=70)

性
×
年
代
別

わからない
20.3%

してもらっ
ているが、

内容は
わからない

6.5%

してもらっ
ていて、
内容も

わかって
いる
8.9%

してもらっ
ていない

64.3%
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調査結果サマリー③ 相続意識編

(%) (%)

把握
している

計

把握して
いない

計

誰に残す
か決めて
いる計

70.3 29.7 35.1

61.2 38.8 27.7

66.7 33.3 27.7

78.9 21.1 33.0

82.0 18.0 41.8

57.1 42.9 30.0

64.3 35.7 34.5

73.0 27.0 39.9

71.2 28.8 43.2

＜自己財産の内訳と価格を把握しているか＞

相
続
財
産
を
残
す
立
場
と
し
て
の
意
識
と
行
動

　・相続財産を残す立場として自己財産の内訳と価格を「すべて把握している」人は全体の２割弱。

　・自己財産を「誰に残すか」決めているのは全体の3割強。男女とも年齢の上昇と共に「決めている」割合が増えるが、70代でも4割強にとどまる。

＜誰にどれだけ残すか決めているか＞

10.0

8.9

8.8

15.5

13.1

10.9

17.8

20.8

17.7

14.2

20.6

19.8

17.8

17.4

18.5

すべて
把握

している

53.4

52.2

46.6

42.9

61.4

59.2

48.9

43.8

51.8

大まかに
把握

している

12.5

11.3

11.1

金融資産
以外は

把握して
いない

16.3

16.1

22.6

27.4

9.2

12.2

23.4

27.5

18.6

把握して
いない

全体
(n=3766/Wn=3767)

男性×40代
(n=523/Wn=397)

男性×５０代
(n=501/Wn=448)

男性×６０代
(n=688/Wn=560)

男性×７０歳以上
(n=534/Wn=539)

女性×40代
(n=310/Wn=387)

女性×５０代
(n=412/Wn=473)

女性×６０代
(n=534/Wn=551)

女性×７０歳以上
(n=264/Wn=412)

11.4

10.3

14.4

15.5

14.1

15.5

16.8

14.0

17.4

14.5

9.7

19.0

19.7

19.5

22.0

誰に
どれだけ
残すか
すべて

決めている

6.6

5.9

4.2

6.0

8.6

5.8

7.3

5.8

9.1

誰に
どれだけ
残すか

大まかに
決めている

15.5

10.9

12.2

16.7

18.7

8.7

13.1

18.5

22.3

誰に
残すかは
決めたが

どれだけか
はまだ

13.0

10.9

11.7

これから
決める

33.7

47.2

36.3

34.3

29.2

42.3

35.7

27.9

20.5 14.4

12.7

10.2

8.7

19.3

18.2

18.6

11.1

14.4

残した資産
の配分は
相続人に
任せる

残そうと
思って
いない

性
×
年
代
別
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調査結果サマリー④ 相続意識編

(%)

＜相続対策実施の有無＞

相
続
財
産
を
残
す
立
場
と
し
て
の
意
識
と
行
動

　・自分が残す相続財産の具体的な対策を８割弱が「対策をしていない」と回答。対策をしていない理由では、「何をしたらいいかわからない」が４割弱。

　・相続対策実施者の具体的な対策内容は「生前贈与」が5割強、「生命保険の活用」「遺言書の作成」が３割強。

＜具体的な相続対策＞
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20.0

20.2
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19.3
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77.1

80.0
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71.2

70.5
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80.7

77.3

していない
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(n=814/Wn=831)

男性×40代
(n=88/Wn=67)

男性×５０代
(n=82/Wn=73)

男性×６０代
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(n=146/Wn=147)
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(n=45/Wn=56)

女性×５０代
(n=84/Wn=96)

女性×６０代
(n=130/Wn=134)

女性×７０歳以上
(n=83/Wn=130)

性
×
年
代
別

17.722.1
33.835.6

53.7

0

20
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生前における
定期的・計画

的な贈与

生命保険の活用 遺言書の作成 相続税の節税 その他

（%） 全体(n=187/Wn=188)

＜相続対策の相談をしていない理由＞
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調査結果サマリー⑤ 相続意識編

(%) (%)

知って
いる計

関心が
ある計

関心が
ない計

44.2 23.6 76.4

37.2 21.8 78.2

16.1 10.7 89.3

＜認　知＞

　・信託銀行の相続関連業務の認知率は、「遺言信託」「遺産整理」が4割前後。

　・相続関連業務に関心がある割合は、「遺言信託」と「遺産整理」が2割強、「事業承継信託」が1割。

相
続
関
連
業
務
の
認
知
・
関
心

＜関　心＞

名前を
知っている

38.4

32.2

13.7

詳細を
知っている

5.8

5.0

2.4 83.9

知らない

55.8

62.8

遺言信託
(n=3766/Wn=3767)

遺産整理
(n=3766/Wn=3767)

事業承継信託
(n=3766/Wn=3767)

非常に
関心が
ある

2.3

2.3

1.4

やや
関心が
ある

21.3

19.4

9.3

あまり
関心が
ない

46.4

45.9

40.2

全く
関心が
ない

30.0

32.4

49.1
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調査結果サマリー⑥ 相続意識編

(%) (%)

関心が
ある計

関心が
ない計

思う計
思わない

計

49.4 50.6 37.0 63.0

55.3 44.7 40.6 59.4

35.2 64.8 28.6 71.4

60.6 39.4 45.3 54.7

41.1 58.9 30.9 69.1

79.2 20.8 58.8 41.2

38.2 61.8 26.6 73.4

67.9 32.1 53.5 46.5

57.2 42.8 39.5 60.5

税
制
改
正
へ
の
関
心
度

＜相続税改正への関心度＞ ＜相続税課税強化と贈与税緩和時の贈与活用意向＞

　　<相続税改正>への関心度は、「関心あり」が約5割。
　　→特に「相続対策経験者」「相続対策の必要性を感じている層」
　　　では７～８割の高い関心度。

　<相続税課税強化や贈与税緩和時の贈与活用意向>は、「活用したいと思う」が
   ４割弱。
　→特に「相続対策経験者」「相続対策の必要性を感じている層」では５～６割の
     高い関心度。
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5.6
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29.6
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あり
(n=254/Wn=257)

なし
(n=1102/Wn=1110)

44.9
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34.0

54.7

37.1

6.0
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3.0
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4.6

8.3

2.9

7.6

6.2

大いに思う

33.4

41.9

23.6

48.4

26.3

37.0
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少し思う

44.5

43.0

43.6

あまり
思わない
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9.4

18.7

7.2

24.8

12.0

26.5

16.4

19.4

全く
思わない

自分が
残す

資産の
把握別

今後
相続を
受ける

可能性別

今後
相続対策
必要性別

相続
対策

経験別
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調査結果サマリー⑦ 相続意識編

(%) (%)

知りたい
計

興味
あり計

利用・
検討

したい計

利用
したく
ない計

18.8 57.1 32.8 67.2

21.3 60.5 36.1 63.9

12.8 49.0 24.8 75.2

23.2 66.2 40.6 59.4

15.5 50.3 27.0 73.0

30.6 76.8 51.6 48.4

12.2 52.8 26.5 73.5

25.4 71.4 38.9 61.1

21.4 57.3 35.5 64.5

新
商
品
へ
の
関
心
度

＜遺言代用信託の関心度＞ ＜遺言代用信託の利用意向＞

　　<遺言代用信託の関心度>は、「興味あり」が6割弱。
　　→特に「相続対策経験者」「相続対策の必要性を感じている層」
　　　では７割以上の高い関心度。

　<遺言代用信託の利用意向>は、「利用・検討したい」が３割強。
　→特に「相続対策の必要性を感じている層」では5割強の利用意向。
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34.8

46.2

40.6

46.0
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詳しく
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3.2
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1.6
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みたい
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(n=726/Wn=703)
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38.7

38.3

42.4

33.7

44.0
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1.5
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1.1
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ぜひ
利用したい

33.9

36.3

25.8

48.8
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38.5

24.0

34.3
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利用を
検討して
みたい

42.8

41.5

40.7

利用したい
とは

思わない

21.7

15.4

29.5

14.7

30.6

21.1

36.5

22.4

26.6

利用したく
ない・

できない

自分が
残す

資産の
把握別

今後
相続を
受ける

可能性別

今後
相続対策
必要性別

相続
対策

経験別

　【商品設計】
　・相続人に定時定額で給付(一時金払不可)
　・相続税が一部非課税
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